（様式第１号）
令和　　年　　月　　日

　公益財団法人飯塚研究開発機構理事長殿


					(住　所)
					(会社名)
					(代表者) 　　　　　　　　署名または記名押印　


補助金交付申請書

公益財団法人 飯塚研究開発機構 医療・福祉関連機器製品化調査試験補助金交付要綱に基づく標記補助金の交付を受けたいので、交付要綱第６条の規定により、関係書類を添えて、下記のとおり申請します。


記
　　
１　補助事業の内容等　　　（別紙１）「補助事業に係る事業計画書」のとおり
　　　　　　　　　　　　　　　　　（別紙２）「補助事業に係る収支明細書」のとおり

２　補助金交付申請額　　　　金　　　　　　　　　円

３　添付資料
定款の写し、直近１期分の決算書の写し及び会社案内

４　その他
公益財団法人 飯塚研究開発機構 医療・福祉関連機器製品化調査試験補助金交付要綱及び募集要項が定める内容に全て同意します。
交付要綱第１８条の規定に基づき補助金の全部又は一部の返還を命じられたときは、その補助金を返納することに同意します。






（様式第１号の別紙１）
補助事業に係る事業計画書
※様式第1号の別紙1は必要に応じてページを追加して記載して下さい。（最大10ページ）
	企業名
	

	本社所在地
	

	補助事業実施場所
	

	従業員数（人）
	
	資本金（円）
	

	補助事業期間（予定）
	交付決定日　～　令和　　年　　月　　日

	事業担当者
	氏名：
Tel:
	所属：
Fax:

	
	E-mail:

	社外アドバイザー
	



１．補助事業の名称


２．補助事業の目的
　



３．補助事業の内容
※専門外の審査員が理解できるように項目毎に図表・写真等を活用して記述してください。
専門用語には、用語説明(箇条書き)を付けて下さい。
（1） 対象分野・形態（該当する分野及び形態にチェックを入れてください。）
　　　　　分野　　医療関連分野　　　　　　　福祉関連分野
　　　　　形態　　試作　　　　　　　　　　　　　可能性調査
　（2）背景とニーズ（何のために、何を試作・調査するのか）



（3）試作・可能性調査の概要
注1：形態が試作の場合は、試作品の新規性や従来品に対する優位性等を具体的に記載して下さい。
注2：形態が可能性調査の場合は、要素技術の新規性や従来技術との違い等を具体的に記載して下さい。
注3：試作品又は技術の目標値を記載して下さい。
注4：必要に応じて説明のための図や表を使用し、分かりやすく記載して下さい。








（４）スケジュール
	月　　
内容
	4
	5
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12
	1

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注１：実施項目毎に、　　　　　で計画を記載して下さい。
注２：必要に応じて、記入行を追加して下さい。

(５)開発体制（図）
　





４．試作・調査後の展開（他事業への提案、製品化計画）と波及効果
注１：他事業への展開については、提案を計画している事業名等を記載して下さい。
注２：製品化計画については、想定している製品仕様、製品化計画等をできるだけ詳しく記載して下さい。
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（様式第１号の別紙２）
補助事業に係る収支明細書

【収入計画】※消費税抜き　　　　　　　　　　（単位：円）
	区分
	金額

	補助金（b）
	

	自己資金（c’）
	

	借入金（c’’）
	

	計（a）
	


※（c’）＋（c’’） =（c）

【支出計画】※消費税抜き　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	補助率
	補助対象経費
（a）
	補助金額
（b）
	自己資金等
（c=a－b）

	機械装置費
	1/2
	
	
	

	消耗品費
	
	
	
	

	旅費
	
	
	
	

	外注費
	
	
	
	

	委託研究費
	
	
	
	

	⑥直接人件費
	
	
	
	

	⑦その他経費
	
	
	
	

	（①～⑦の合計）
	
	
	【左欄の1/2（1円未満切捨）】

	

	⑧製品評価
	10/10
	
	【左欄の10/10】

	

	計
	
	
	【上２欄の和（千円未満切捨）】
※上限50万円

	



	（④外注費＋⑤委託研究費）＜（補助対象経費総額の５０％）でなければならない。

	外注費（円）
	委託研究費（円）
	合計（＋）（円）
	
	補助対象経費総額の５０％（円）

	
	
	
	＜
	






〔支出内訳〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	種別・品名・仕様
	積算内訳
	補助対象経費
（消費税抜き）
	備考

	①機械装置費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	②消耗品費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	旅費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	外注費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	委託研究費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	⑥直接人件費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	⑦その他経費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	⑧製品評価
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	計
	
	
	
	


※必要に応じて積算根拠の分かる資料を添付すること。
※単価が10万円（消費税抜き）以上及び⑧製品評価の経費は見積書を添付すること。

（様式第１号の別紙３）
補助事業に係る収支明細書

【収入計画】※消費税抜き　　　　　　　　　　（単位：円）
	区分
	金額

	補助金（b）
	

	自己資金（c’）
	

	借入金（c’’）
	

	計（a）
	


※（c’）＋（c’’） =（c）

【支出計画】※消費税抜き　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	補助率
	補助対象経費
（a）
	補助金額
（b）
	自己資金等
（c=a－b）

	機械装置費
	2/3
	
	
	

	消耗品費
	
	
	
	

	旅費
	
	
	
	

	外注費
	
	
	
	

	委託研究費
	
	
	
	

	⑥直接人件費
	
	
	
	

	⑦その他経費
	
	
	
	

	（①～⑦の合計）
	
	
	【左欄の2/3（1円未満切捨）】

	

	⑧製品評価
	10/10
	
	【左欄の10/10】

	

	計
	
	
	【上２欄の和（千円未満切捨）】
※上限666,000円

	



	（④外注費＋⑤委託研究費）＜（補助対象経費総額の５０％）でなければならない。

	外注費（円）
	委託研究費（円）
	合計（＋）（円）
	
	補助対象経費総額の５０％（円）

	
	
	
	＜
	






〔支出内訳〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	種別・品名・仕様
	積算内訳
	補助対象経費
（消費税抜き）
	備考

	①機械装置費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	②消耗品費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	旅費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	外注費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	委託研究費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	⑥直接人件費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	⑦その他経費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	⑧製品評価
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	計
	
	
	
	


※必要に応じて積算根拠の分かる資料を添付すること。
※単価が10万円（消費税抜き）以上及び⑧製品評価の経費は見積書を添付すること。

（様式第１号の別紙４）
補助事業に係る収支明細書

【収入計画】※消費税抜き　　　　　　　　　　（単位：円）
	区分
	金額

	補助金（b）
	

	自己資金（c’）
	

	借入金（c’’）
	

	計（a）
	


※（c’）＋（c’’） =（c）

【支出計画】※消費税抜き　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	補助率
	補助対象経費
（a）
	補助金額
（b）
	自己資金等
（c=a－b）

	機械装置費
	3/4
	
	
	

	消耗品費
	
	
	
	

	旅費
	
	
	
	

	外注費
	
	
	
	

	委託研究費
	
	
	
	

	⑥直接人件費
	
	
	
	

	⑦その他経費
	
	
	
	

	（①～⑦の合計）
	
	
	【左欄の3/4（1円未満切捨）】

	

	⑧製品評価
	10/10
	
	【左欄の10/10】

	

	計
	
	
	【上２欄の和（千円未満切捨）】
※上限75万円

	



	（④外注費＋⑤委託研究費）＜（補助対象経費総額の５０％）でなければならない。

	外注費（円）
	委託研究費（円）
	合計（＋）（円）
	
	補助対象経費総額の５０％（円）

	
	
	
	＜
	






〔支出内訳〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	種別・品名・仕様
	積算内訳
	補助対象経費
（消費税抜き）
	備考

	①機械装置費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	②消耗品費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	旅費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	外注費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	委託研究費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	⑥直接人件費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	⑦その他経費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	⑧製品評価
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	計
	
	
	
	


※必要に応じて積算根拠の分かる資料を添付すること。
※単価が10万円（消費税抜き）以上及び⑧製品評価の経費は見積書を添付すること。

（様式第２号）
令和   年   月    日
 

(会社名)
(代表者)　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　公益財団法人飯塚研究開発機構　
理事長　


補助金交付（不交付）決定通知書

公益財団法人 飯塚研究開発機構 医療・福祉関連機器製品化調査試験補助金交付要綱（以下、「交付要綱」という）第８条の規定に基づき、審査を行った結果、下記のとおり交付することに決定しましたので通知します。

記

１　補助事業の名称　　

２　補助金交付決定額　　金　　　　　　　　　円
　　　（うち、交付要綱第２６条に基づく中小企業成長投資・賃上げに係る特例適用額　金　　　　　　　　　円）



（不交付の場合）
審査を行った結果、補助金不交付となりましたので通知します。



（様式第３号）
令和　　年　　月　　日

　公益財団法人飯塚研究開発機構理事長殿


					（住　所）
					（会社名）
					（代表者）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


補助事業進捗状況報告書

公益財団法人 飯塚研究開発機構 医療・福祉関連機器製品化調査試験補助金交付要綱第９条の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

１　補助事業進捗状況報告の内容　　　（別紙１）「補助事業に係る進捗状況報告書」のとおり
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（別紙２）「補助事業に係る支出明細書」のとおり

２　その他理事長が必要と認める書類




（様式第３号の別紙１）
補助事業に係る進捗状況報告書
※様式第３号の別紙1は必要に応じてページを追加して記載して下さい。
	企業名
	

	本社所在地
	

	補助事業実施場所
	

	従業員数（人）
	
	資本金（円）
	

	補助事業期間（予定）
	交付決定日　～　令和　　年　　月　　日

	事業担当者
	氏名：
Tel:
	所属：
Fax:

	
	E-mail:

	社外アドバイザー
	



１．補助事業の名称


２．補助事業の目的
　



３．補助事業の内容
※専門外の審査員が理解できるように項目毎に図表・写真等を活用して記述してください。
専門用語には、用語説明(箇条書き)を付けて下さい。
（1） 対象分野・形態（該当する分野及び形態にチェックを入れてください。）
　　　　　分野　　医療関連分野　　　　　　　福祉関連分野
　　　　　形態　　試作　　　　　　　　　　　　　可能性調査
　（2）背景とニーズ（何のために、何を試作・調査するのか）



（3）試作・可能性調査の概要
注1：形態が試作の場合は、試作品の新規性や従来品に対する優位性等を具体的に記載して下さい。
注2：形態が可能性調査の場合は、要素技術の新規性や従来技術との違い等を具体的に記載して下さい。
注3：試作品又は技術の目標値を記載して下さい。
注4：必要に応じて説明のための図や表を使用し、分かりやすく記載して下さい。








（４）スケジュール
	月　　
内容
	4
	5
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12
	1

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注１：実施項目毎に、当初計画（　　　　　）に対し、実績（　　　　）と今後の予定（　　　　）を記載して下さい。
注２：必要に応じて、記入行を追加して下さい。

(５)開発体制（図）




４．まとめ





５．開発後の展開（他事業への提案、事業化計画）と波及効果
注１：他事業への展開については、提案を計画している事業名等を記載して下さい。
注２：事業化計画については、事業化方法、事業化先（販売先）、販売計画等出来るだけ詳しく記載して下さい。
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（様式第３号の別紙２）
補助事業に係る支出明細書

※消費税抜き　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	補助率
	補助対象経費
（a）
	補助金額
（b）
	自己資金等
（c=a－b）

	機械装置費
	1/2
	
	
	

	消耗品費
	
	
	
	

	旅費
	
	
	
	

	外注費
	
	
	
	

	委託研究費
	
	
	
	

	⑥直接人件費
	
	
	
	

	⑦その他経費
	
	
	
	

	（①～⑦の合計）
	
	
	【左欄の1/2（1円未満切捨）】

	

	⑧製品評価
	10/10
	
	【左欄の10/10】

	

	計
	
	
	【上２欄の和（千円未満切捨）】
※上限50万円

	



	（④外注費＋⑤委託研究費）＜（補助対象経費総額の５０％）でなければならない。

	外注費（円）
	委託研究費（円）
	合計（＋）（円）
	
	補助対象経費総額の５０％（円）

	
	
	
	＜
	





〔支出内訳〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	種別・品名・仕様
	積算内訳
	補助対象経費
（消費税抜き）
	備考

	①機械装置費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	②消耗品費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	旅費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	外注費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	委託研究費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	⑥直接人件費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	⑦その他経費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	⑧製品評価
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	計
	
	
	
	





（様式第３号の別紙３）
補助事業に係る支出明細書

※消費税抜き　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	補助率
	補助対象経費
（a）
	補助金額
（b）
	自己資金等
（c=a－b）

	機械装置費
	2/3
	
	
	

	消耗品費
	
	
	
	

	旅費
	
	
	
	

	外注費
	
	
	
	

	委託研究費
	
	
	
	

	⑥直接人件費
	
	
	
	

	⑦その他経費
	
	
	
	

	（①～⑦の合計）
	
	
	【左欄の2/3（1円未満切捨）】

	

	⑧製品評価
	10/10
	
	【左欄の10/10】

	

	計
	
	
	【上２欄の和（千円未満切捨）】
※上限666,000円

	



	（④外注費＋⑤委託研究費）＜（補助対象経費総額の５０％）でなければならない。

	外注費（円）
	委託研究費（円）
	合計（＋）（円）
	
	補助対象経費総額の５０％（円）

	
	
	
	＜
	





〔支出内訳〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	種別・品名・仕様
	積算内訳
	補助対象経費
（消費税抜き）
	備考

	①機械装置費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	②消耗品費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	旅費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	外注費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	委託研究費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	⑥直接人件費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	⑦その他経費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	⑧製品評価
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	計
	
	
	
	





（様式第３号の別紙４）
補助事業に係る支出明細書

※消費税抜き　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	補助率
	補助対象経費
（a）
	補助金額
（b）
	自己資金等
（c=a－b）

	機械装置費
	3/4
	
	
	

	消耗品費
	
	
	
	

	旅費
	
	
	
	

	外注費
	
	
	
	

	委託研究費
	
	
	
	

	⑥直接人件費
	
	
	
	

	⑦その他経費
	
	
	
	

	（①～⑦の合計）
	
	
	【左欄の3/4（1円未満切捨）】

	

	⑧製品評価
	10/10
	
	【左欄の10/10】

	

	計
	
	
	【上２欄の和（千円未満切捨）】
※上限75万円

	



	（④外注費＋⑤委託研究費）＜（補助対象経費総額の５０％）でなければならない。

	外注費（円）
	委託研究費（円）
	合計（＋）（円）
	
	補助対象経費総額の５０％（円）

	
	
	
	＜
	





〔支出内訳〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	種別・品名・仕様
	積算内訳
	補助対象経費
（消費税抜き）
	備考

	①機械装置費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	②消耗品費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	旅費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	外注費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	委託研究費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	⑥直接人件費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	⑦その他経費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	⑧製品評価
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	計
	
	
	
	





（様式第４号）
令和　　年　　月　　日

　公益財団法人飯塚研究開発機構理事長殿


 (住　所)
					(会社名)
					(代表者) 　　　　　　　　　署名または記名押印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

補助事業変更（中止・廃止）承認申請書

公益財団法人 飯塚研究開発機構 医療・福祉関連機器製品化調査試験補助金交付要綱第１０条の規定に基づき、下記のとおり申請します。

記

１　補助事業の名称

２　変更（中止・廃止）の理由

３　変更（中止・廃止）の内容

４　その他
公益財団法人 飯塚研究開発機構 医療・福祉関連機器製品化調査試験補助金交付要綱及び募集要項が定める内容に全て同意します。
交付要綱第１８条の規定に基づき補助金の全部又は一部の返還を命じられたときは、その補助金を返納することに同意します。


　　※変更の場合は、変更前後を比較し、分かりやすく記載すること。また、変更後の収支明細書を添付すること。
　　※中止・廃止の場合は、それぞれ中止の時期・廃止の時期を記載すること。


（様式第５号）
令和　　年　　月　　日


(会社名)
(代表者)　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　公益財団法人飯塚研究開発機構　
理事長　


補助事業変更（中止・廃止）承認通知書

　令和　　年　　月　　日付けで承認申請があった内容の変更（中止・廃止）について、承認します。




（様式第６号）
令和　　年　　月　　日

　公益財団法人飯塚研究開発機構理事長殿


					(住　所)
					(会社名)
					(代表者)　　　　　　　　　　　　　　　　　　


補助事業実績報告書

公益財団法人 飯塚研究開発機構 医療・福祉関連機器製品化調査試験補助金交付要綱第１３条の規定に基づき、関係書類を添えて、下記のとおり報告します。


記
　　
１　補助事業実績報告の内容　（別紙１）「補助事業に係る事業報告書」のとおり
　　　　　　　　　　　　　（別紙２）「補助事業に係る収支明細書」のとおり
２　取得物品　　　　　　　　（別紙３）「補助事業取得物品一覧表」のとおり

３　補助金額　　　　金　　　　　　　　　円

４　その他理事長が必要と認める書類




（様式第６号の別紙１）
補助事業に係る事業報告書
※様式第６号の別紙1は必要に応じてページを追加して記載して下さい。
	企業名
	

	本社所在地
	

	補助事業実施場所
	

	従業員数（人）
	
	資本金（円）
	

	補助事業期間（予定）
	交付決定日　～　令和　　年　　月　　日

	事業担当者
	氏名：
Tel:
	所属：
Fax:

	
	E-mail:

	社外アドバイザー
	



１．補助事業の名称


２．補助事業の目的
　



３．補助事業の内容
※専門外の審査員が理解できるように項目毎に図表・写真等を活用して記述してください。
専門用語には、用語説明(箇条書き)を付けて下さい。
（1）対象分野・形態（該当する分野及び形態にチェックを入れてください。）
　　　　　分野　　□医療関連分野　　　　　　　□福祉関連分野
　　　　　形態　　□試作　　　　　　　　　　　　　□可能性調査
　（2）背景とニーズ（何のために、何を試作・調査するのか）



（3）試作・可能性調査の内容及び結果
注1：形態が試作の場合は、試作品の新規性や従来品に対する優位性等を具体的に記載して下さい。
注2：形態が可能性調査の場合は、要素技術の新規性や従来技術との違い等を具体的に記載して下さい。
注3：試作品又は技術の目標値を記載して下さい。
注4：必要に応じて説明のための図や表を使用し、分かりやすく記載して下さい。






（４）スケジュール
	月　　
内容
	4
	5
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12
	1

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注１：実施項目毎に、当初計画（　　　　　）に対し、実績を　　　　　で記載して下さい。
注２：必要に応じて、記入行を追加して下さい。

(５)開発体制（図）




５．総括（まとめ）




６．開発後の展開（他事業への提案、事業化計画）と波及効果
注１：他事業への展開については、提案を計画している事業名等を記載して下さい。
注２：事業化計画については、事業化方法、事業化先（販売先）、販売計画等出来るだけ詳しく記載して下さい。


７．特記事項




2

[bookmark: _Hlk223969659]（様式第６号の別紙２）
補助事業に係る収支明細書

【収入実績】※消費税抜き　　　　　　　　　　（単位：円）
	区分
	金額

	補助金（b）
	

	自己資金（c’）
	

	借入金（c’’）
	

	計（a）
	


※（c’）＋（c’’） =（c）

【支出実績】※消費税抜き　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	補助率
	補助対象経費
（a）
	補助金額
（b）
	自己資金等
（c=a－b）

	機械装置費
	1/2
	
	
	

	消耗品費
	
	
	
	

	旅費
	
	
	
	

	外注費
	
	
	
	

	委託研究費
	
	
	
	

	⑥直接人件費
	
	
	
	

	⑦その他経費
	
	
	
	

	（①～⑦の合計）
	
	
	【左欄の1/2（1円未満切捨）】

	

	⑧製品評価
	10/10
	
	【左欄の10/10】

	

	計
	
	
	【上２欄の和（千円未満切捨）】
※上限50万円

	



	（④外注費＋⑤委託研究費）＜（補助対象経費総額の５０％）でなければならない。

	外注費（円）
	委託研究費（円）
	合計（＋）（円）
	
	補助対象経費総額の５０％（円）

	
	
	
	＜
	






〔支出内訳〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	種別・品名・仕様
	積算内訳
	補助対象経費
（消費税抜き）
	備考

	①機械装置費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	②消耗品費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	旅費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	外注費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	委託研究費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	⑥直接人件費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	⑦その他経費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	⑧製品評価
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	計
	
	
	
	




（様式第６号の別紙３）
補助事業に係る収支明細書

【収入実績】※消費税抜き　　　　　　　　　　（単位：円）
	区分
	金額

	補助金（b）
	

	自己資金（c’）
	

	借入金（c’’）
	

	計（a）
	


※（c’）＋（c’’） =（c）

【支出実績】※消費税抜き　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	補助率
	補助対象経費
（a）
	補助金額
（b）
	自己資金等
（c=a－b）

	機械装置費
	2/3
	
	
	

	消耗品費
	
	
	
	

	旅費
	
	
	
	

	外注費
	
	
	
	

	委託研究費
	
	
	
	

	⑥直接人件費
	
	
	
	

	⑦その他経費
	
	
	
	

	（①～⑦の合計）
	
	
	【左欄の2/3（1円未満切捨）】

	

	⑧製品評価
	10/10
	
	【左欄の10/10】

	

	計
	
	
	【上２欄の和（千円未満切捨）】
※上限666,000円

	



	（④外注費＋⑤委託研究費）＜（補助対象経費総額の５０％）でなければならない。

	外注費（円）
	委託研究費（円）
	合計（＋）（円）
	
	補助対象経費総額の５０％（円）

	
	
	
	＜
	






〔支出内訳〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	種別・品名・仕様
	積算内訳
	補助対象経費
（消費税抜き）
	備考

	①機械装置費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	②消耗品費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	旅費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	外注費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	委託研究費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	⑥直接人件費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	⑦その他経費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	⑧製品評価
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	計
	
	
	
	





（様式第６号の別紙４）
補助事業に係る収支明細書

【収入実績】※消費税抜き　　　　　　　　　　（単位：円）
	区分
	金額

	補助金（b）
	

	自己資金（c’）
	

	借入金（c’’）
	

	計（a）
	


※（c’）＋（c’’） =（c）

【支出実績】※消費税抜き　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	補助率
	補助対象経費
（a）
	補助金額
（b）
	自己資金等
（c=a－b）

	機械装置費
	3/4
	
	
	

	消耗品費
	
	
	
	

	旅費
	
	
	
	

	外注費
	
	
	
	

	委託研究費
	
	
	
	

	⑥直接人件費
	
	
	
	

	⑦その他経費
	
	
	
	

	（①～⑦の合計）
	
	
	【左欄の3/4（1円未満切捨）】

	

	⑧製品評価
	10/10
	
	【左欄の10/10】

	

	計
	
	
	【上２欄の和（千円未満切捨）】
※上限75万円

	



	（④外注費＋⑤委託研究費）＜（補助対象経費総額の５０％）でなければならない。

	外注費（円）
	委託研究費（円）
	合計（＋）（円）
	
	補助対象経費総額の５０％（円）

	
	
	
	＜
	






〔支出内訳〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	種別・品名・仕様
	積算内訳
	補助対象経費
（消費税抜き）
	備考

	①機械装置費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	②消耗品費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	旅費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	外注費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	委託研究費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	⑥直接人件費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	⑦その他経費
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	⑧製品評価
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	計
	
	
	
	






（様式第６号の別紙５）
補助事業取得物品一覧表

	物品名
	型式
	取得年月日
	取得金額
（税抜）
	設置場所
	活用方法

	
	
	検収年月日
	
	
	

	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	











（様式第７号）
令和　　年　　月　　日



(会社名)
(代表者)　　　　　　　　　様

　公益財団法人飯塚研究開発機構
　                     理事長  


補助金確定通知書

公益財団法人 飯塚研究開発機構 医療・福祉関連機器製品化調査試験補助金交付要綱第１４条の規定に基づき、下記のとおり通知します。


記

１　補助事業の名称　　

２　補助金確定金額　　　金　　　　　　　　　円
[bookmark: _GoBack]　（うち、交付要綱第２６条に基づく中小企業成長投資・賃上げに係る特例適用額　金　　　　　　　　　円）


（様式第８号）
令和　　年　　月　　日


公益財団法人飯塚研究開発機構理事長殿


(住　所)
					(会社名)
					(代表者)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


補助金精算払請求書

公益財団法人 飯塚研究開発機構 医療・福祉関連機器製品化調査試験補助金交付要綱第１５条の規定に基づき、下記のとおり請求します。


記

１　補助事業の名称　　

２　精算払請求額　　金　　　　　　　　　円

３　振込口座　
	振込先金融機関名
	

	支店名
	

	支店番号
	

	預金の種別
	

	口座番号
	

	口座の名義人
	カナ
	

	
	漢字
	


　　　　　　　　　　　　　　



（様式第９号）
令和　　年　　月　　日

　公益財団法人飯塚研究開発機構理事長殿


					(住　所)
					(会社名)
					(代表者)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


補助金交付申請取下げ書

公益財団法人 飯塚研究開発機構 医療・福祉関連機器製品化調査試験補助金交付要綱第１６条の規定に基づき、下記のとおり申請を取り下げます。


記

１　補助事業の名称

２　取下の理由


（様式第１０号）
令和　　年　　月　　日


(会社名)
(代表者)　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　公益財団法人飯塚研究開発機構　
理事長　


補助金交付決定取消通知書


公益財団法人 飯塚研究開発機構 医療・福祉関連機器製品化調査試験補助金交付要綱第１７条の規定に基づき、下記により補助金交付決定の取消を通知します。


記

１　補助事業の名称

２　取消の理由









（様式第１１号）
令和　　年　　月　　日


(会社名)
(代表者)　　　　　　　　　　様

　　　　　公益財団法人飯塚研究開発機構
　理事長　


補助金返還命令書

公益財団法人 飯塚研究開発機構 医療・福祉関連機器製品化調査試験補助金交付要綱第１８条の規定に基づき、下記のとおり補助金返還を命令します。


記

１　補助事業の名称

２　補助金返還額　　金　　　　　　　　円

３　振込口座　












（様式第１２号）
令和　　年　　月　　日

公益財団法人飯塚研究開発機構理事長殿


					(住　所)
					(会社名)
					(代表者) 　　　　　　　　署名または記名押印


財産処分申請書

公益財団法人 飯塚研究開発機構 医療・福祉関連機器製品化調査試験補助金交付要綱第２４条の規定に基づき、当該補助事業において、取得し、又は効用が増加した財産について、下記のとおり処分したいので申請します。

記

１　補助事業の名称


2　補助事業実施期間　　　令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日


3　財産の名称


4　処分の方法　（　　他の用途に使用　　　　譲渡　　　　交換　　　　貸付　　　　担保の用　　）


5　処分の理由
　※当該財産を処分するに至った経緯等を含め、処分理由を具体的に記載して下さい。必要に応じてページを追加して記載して下さい。




様式第１２号添付資料
	財産の名称
	

	取得金額
	

	処分金額
	

	処分先
	

	補完又は設置場所
	

	写真






（様式第１３号）
令和　　年　　月　　日


(会社名)
(代表者)　　　　　　　　　　様

　　　　　公益財団法人飯塚研究開発機構
　理事長　


財産処分承認通知書

　公益財団法人 飯塚研究開発機構 医療・福祉関連機器製品化調査試験補助金交付要綱第２４条の規定に基づき、令和　　年　　月　　日付けで承認申請があった内容の財産処分（　　他の用途に使用　、　譲渡　、　交換　、　貸付　、　担保の用　）について、承認します。





















（様式第１４号）
                                                                                                                                      令和　　年    月    日

公益財団法人飯塚研究開発機構　理事長　殿

(住　所)
(会社名)
(代表者)　　　　　　　　署名または記名押印


医療・福祉関連機器製品化調査試験補助金特例適用申請書


　公益財団法人飯塚研究開発機構医療・福祉関連機器製品化調査試験補助金交付要綱第２６条の規定に基づき、事業場内最低賃金（時給換算額）の引き上げを申告するとともに、中小企業成長投資・賃上げに係る特例の適用を申請します。



（添付資料）
・事業場内最低賃金引上にかかる計画書（別添様式１）
・賃金台帳の写し




（様式第１４号別添様式１）

[bookmark: _Hlk223954570]事業場内最低賃金引上にかかる計画書

	[bookmark: _Hlk223954479]企業名
	

	事業場内最低賃金
時給換算額
	基準となる
締日又は支給日
（a）
	補助事業終了時直近の締日又は支給日
（b）
	賃金引き上げ額
（b-a）

	
	令和８年３月
	令和○年○月
	

	
	
	円
	
	円
	
	円



＜記載要領＞
　時給換算額は、次の計算方法で計算してください。
（基本賃金＋最低賃金の対象となる手当）÷１か月平均所定労働時間
＊　最低賃金の対象となる賃金は毎月支払われる基本的な賃金であり、実際に支払われる賃金から次の賃金を除外したものとする
・　臨時に支払われる賃金(結婚手当　等)
・　１か月を超える期間ごとに支払われる賃金(賞与　等)
・　所定労働時間を超える時間の労働に対して支払われる賃金(時間外割増賃金　等)
・　所定労働日以外の日の労働に対して支払われる賃金(休日割増賃金　等)
・　午後１０時から午前５時までの間の労働に対して支払われる賃金のうち、通常の労働時間の賃金の計算額を超える部分(深夜割増賃金　等)
・　精皆勤手当、通勤手当及び家族手当
＊　金額の根拠が分かる賃金台帳の写しを添付すること



（様式第１５号）
                                                                                                                                      令和　　年    月    日

公益財団法人飯塚研究開発機構　理事長　殿

(住　所)
(会社名)
(代表者)　　　　　　　　署名または記名押印


医療・福祉関連機器製品化調査試験補助金特例適用実績報告書


　公益財団法人飯塚研究開発機構医療・福祉関連機器製品化調査試験補助金交付要綱第２６条の規定に基づき、事業場内最低賃金（時給換算額）の引き上げに関する特例について、関係書類を添えて報告します。


（添付資料）
・事業場内最低賃金引上にかかる報告書（別添様式１）
・賃金台帳の写し




（様式第１５号別添様式１）

事業場内最低賃金引上に係る報告書

	企業名
	

	事業場内最低賃金時給換算額
	基準となる
締日又は支給日
（a）
	補助事業終了時直近の締日又は支給日
（b）
	賃金引き上げ額
（b-a）

	
	令和○年○月
	令和○年○月
	

	
	
	円
	
	円
	
	円



＜事業報告書 記載要領＞
時給換算額は、次の計算方法で計算してください。
（基本賃金＋最低賃金の対象となる手当）÷１か月平均所定労働時間
＊　最低賃金の対象となる賃金は毎月支払われる基本的な賃金であり、実際に支払われる賃金から次の賃金を除外したものとする
・　臨時に支払われる賃金(結婚手当　等)
・　１か月を超える期間ごとに支払われる賃金(賞与　等)
・　所定労働時間を超える時間の労働に対して支払われる賃金(時間外割増賃金　等)
・　所定労働日以外の日の労働に対して支払われる賃金(休日割増賃金　等)
・　午後１０時から午前５時までの間の労働に対して支払われる賃金のうち、通常の労働時間の賃金の計算額を超える部分(深夜割増賃金　等)
・　精皆勤手当、通勤手当及び家族手当
＊　金額の根拠が分かる賃金台帳の写しを添付すること



